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福島県地域脱炭素推進コンソーシアム
支援機関としての取組

総合企画部
サステナビリティ戦略推進課

2025年11月4日
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出典：環境省「サプライヤーエンゲージメント事例集」（2025年3月）、 環境省「バリューチェーン全体の脱炭素化について」（2025年1月）

企業が脱炭素経営に取り組む意義

● 国内では、エネルギーの安定供給・経済成長・排出削減の同時実現を目指す「GX（グリーン・トランスフォーメーション）」

を推進、GX実現に向け、10年間で150兆円超の官民GX投資を実現すべく、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行

の推進に関する法律」及び2025年2月に閣議決定した「GX2040ビジョン」に基づき、「成長志向型カーボンプライシング構

想」の具体化も進む

● また近年、特にグローバルに展開している企業を中心に、パリ協定が求める1.5℃水準と整合した削減目標であるSBT

（Science Based Targets）等に準拠して、サプライチェーン全体での排出量削減に向けた取組が加速しており、大企業

のみならず、その取引先である中堅・中小企業も含めて気候変動対策の視点を織り込んだ企業経営（＝脱炭素経営）の

取組が重要
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県内企業の脱炭素経営を取り巻く状況

取引先からの脱炭素に関する要請の状況 温室効果ガス排出量抑制に向けた取組の実施状況

● とうほう地域総合研究所の調査では、県内企業において、取引先企業から温室効果ガス排出量の削減要請を受けてい

る、又は今後受けることが見込まれる企業が製造業を中心に一定数出ているものの、脱炭素を推進する取組は十分には

進んでいない

● また、脱炭素を進める上での課題は、「どのレベルまで対応が必要なのかわからない」といったもののほか、「取り組むため

の専門知識やノウハウが不足している」などがあった

出典： （一財）とうほう地域総合研究所 「福島の進路 調査レポート 脱炭素に関する県内企業の取組み状況～脱炭素に関するアンケート調査より～ 」（2025.02）
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デジタル戦略

アライアンス戦略

サステナビリティ経営

①人材不足への対応 ④創業・成長・経営支援

②脱炭素促進支援

③金融コンサルティング
（金融仲介機能発揮）

⑤事業性評価・有益情報提供

⑦ライフイベント・
サポート（ローン）

⑧資産形成・運用 ⑨相続・信託

資本政策
（株主還元・ＲＯＥ・ＰＢＲ）

営業体制・組織体制

人材育成 人材流動化への対応ＤＥ&Ｉ

⑩金融リテラシー向上（金融教室）

⑥
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
（
決
済
）

グループ戦略

〔2026年度計画〕連結コア業務純益190億円／連結ROE5.0％ ／連結コアOHR68.5％ 〔2029年度計画（最終年度）〕 連結コア業務純益275億円／連結ROE7.0％／連結コアOHR60.0％

ビ ジ ョ ン

進化のステージ（2024.4～2027.3） 共創のステージ（2027.4～2030.3）

お客さま１社１社の事業価値向上 お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくり

地域・お客さまとの

価値共創
Ⅰ

当行グループの

成長戦略
Ⅱ

基

本

方

針

法人コンサルティング

当行の企業価値向上

人的資本の充実

個人コンサルティング

経
営
理
念
体
系
（
抜
粋
）

ミ ッ シ ョ ン
（サステナビリティ宣言）

1.地域経済・社会の活性化 2.少子高齢化への対応 3.ＤＸの促進
4.多様な人材の躍動 5.脱炭素・ネイチャーポジティブ

Well-being

長 期 経 営 計 画

ガ
バ
ナ
ン
ス

地域経済の持続的成長を達成する１０TARGETS

地 域 社 会 に 貢 献 す る 会 社 へ
～ 金 融 サ ー ビ ス の 枠 を 超 え て ～

２
０
３
０
年
達
成

ＧＯＡＬ②ＧＯＡＬ①

TX PLAN 2030 戦略MAP

２０２５年５月見直し
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当行のカーボンニュートラル（CN）に向けた取組

⚫ ＣＯ₂排出量Scope１（燃料の燃焼）、 Scope２（電気の使用）について、削減目標を設定

⚫ 2024年度のＣＯ₂排出量は、2013年度比△52.６％、全年度対比1,498ｔ－ＣＯ₂を削減

⚫ 新店舗のZEB設計による建築、既存店舗における空調・照明設備の省エネ化、営業車両の環境配慮型車両への更改等

を推進

[ZEB設計（白河支店）]

[2024年12月移転オープン]

[電気自動車用急速充電設備（本店）]

[2025年7月利用開始]
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当行のカーボンニュートラル（CN）に向けた取組

⚫ ＣＯ₂排出量Scope３（事業者の活動に関連する他社の排出）を算定

・お客さまがＣＯ₂排出量の実態を把握し開示が進む

・当行のScope３ カテゴリ１５のCO₂排出量も削減へ

・当行のCO₂排出量の1,096倍
・お客さまを対象に、開示情報と推計値で算出
（推計値は実態よりも多く算出され、お客さまの
脱炭素の取組が反映されにくい）

現 状 今 後
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・県内企業の脱炭素化を後押ししていくための仕組みづくり
・具体的な支援策についての共有、議論

年度計画  ：10件
進捗率 ：180％

進捗率 ：84％

10TARGETSの取組－②脱炭素促進支援－

金融・非金融の両面から、お客さまの脱炭素経営にかかる
取組を伴走支援し、企業価値向上・持続的発展に貢献

6年間累計
 1. 2,100件
 2. 1,000件

1.温室効果ガス排出量算定
2.温室効果ガス排出量削減計画策定

当行のソリューションメニュー

⚫ SDGsに関するニーズ喚起
⚫ 脱炭素に関するニーズ喚起

➢ SDGsサポートサービス
➢ 脱炭素勉強会開催

⚫ 温室効果ガス排出量の算定
Scope1(燃料等の直接排出)
Scope2(電気等の間接排出)

⚫ 主要削減項目の特定

➢ 温室効果ガス排出量算定
クラウドサービス

⚫ 目標および削減計画の策定
⚫ 当行グループ・外部提携先等
との連携による削減対策の実行
（LED・太陽光・Jクレジット等）

➢ 温室効果ガス排出量削減
計画策定（SBT認定取得）

➢ 再エネ電気小売り
➢ カーボンオフセット
➢ 再エネ・省エネ設備導入 等

STEP1
「知る」

STEP2
「測る」

STEP3
「減らす・
発信する」

「とうほう脱炭素経営支援サービス」 … 各STEPを一気通貫で対応可能なコンサルティングサービス
※2025年3月から取扱い開始

SDGsサポートサービス

90件申込件数

温室効果ガス関連サービス

温室効果ガス排出量
算定件数

18件
温室効果ガス排出量
削減計画策定件数

FY2021～

申込件数：499件

年度計画  ：50件
42件

福島県内
中小企業

支援団体 行 政

融資・助言・対話

省エネ診断・助言

情報提供・助言

補助金・情報提供

金融機関 経済団体

福島県地域脱炭素推進コンソーシアムへの参画

地域貢献KPI

地域貢献KPI（目標）
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福島県地域脱炭素推進コンソーシアムの設立

● 県内企業の脱炭素化が重要となる中、県内の金融機関や経済団体、行政、その他関連団体の８団体がそれぞれ得意

分野を持ち寄り、企業の脱炭素経営に向けた取組を後押ししていくため、支援のための仕組みや具体的な取組などについ

て共有・議論し、実行していくための支援体制として、「福島県地域脱炭素推進コンソーシアム」を令和7年3月に設立

● 本日のふくしまカーボンニュートラル実現会議総会をもって、実現会議の部会としても位置付けた

金融機関

■金融サービスの枠組みづくり

■職員育成方法の検討

■啓発・育成イベントの企画や集客

■事例づくりや横展開

■企業や地域団体との連携・支援策の検討

■経営指導員などのスキルアップ

■啓発・育成イベントの企画や集客

■事例づくりや横展開

・東邦銀行 ・福島銀行 ・大東銀行

経済団体

支援団体

■省エネ診断士の派遣などの支援

■自治体や団体等との連携検討

■脱炭素計画策定に係る支援策検討

■コンソーシアム・分科会の運営

■運営体制の検討、関係者との調整

■財政支援や脱炭素計画など枠組み検討

■県内企業のモデルづくり

・福島県地球温暖化防止活動推進センター ・福島県 （事務局）東京海上日動保険

行 政

県内中小企業

情報提供・助言融資・助言・対話

補助金・情報提供省エネ診断・助言

・商工会議所連合会 ・商工会連合会 ・中小企業団体中央会

出典：福島県「福島県地域脱炭素推進コンソーシアム」提供資料をもとに作成
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自社の温室効果ガス排出量の見える化を

行い、脱炭素経営に向けた計画づくりを進め

る県内のモデルを創出

福島県地域脱炭素推進コンソーシアムのこれまでの主な取組

● コンソーシアムでは、脱炭素経営の取組の必要性を「知る」ための取組として、専用相談窓口を開設するとともに、脱炭

素経営勉強会を開催

● また、自社が排出している温室効果ガスを「測る」、設備投資や運用改善等により計画的に温室効果ガス排出量を「減ら

す」取組促進のため、脱炭素経営モデルの創出を進めている

■ 脱炭素経営勉強会の開催

県内企業における脱炭素経営に関する困

りごとや支援に対する専用の相談窓口を６

月から開設。

脱炭素経営に取り組む意義などについて学

ぶための「脱炭素経営勉強会」を開催、昨年

度と合わせて約120社が参加

企業とコンソーシアムの構成機関がペアで参加。脱炭
素経営のきっかけづくりを創出。

専用相談窓口の開設 脱炭素経営勉強会の開催 脱炭素経営モデルの創出

R6年度：１社(株式会社柏屋さま)

R7年度：10社
出典：福島県「福島県地域脱炭素推進コンソーシアム」提供資料をもとに作成
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使用量 熱量 原油換算 CO2排出量

電 気 ●● kWh/年 ●● GJ/年 ●● kL/年 ●● t-CO2/年

都市ガス ▲▲ m3/年 ▲▲ GJ/年 ▲▲ kL/年 ▲▲ t-CO2/年

・・・

対策 削減量 削減効果 投資額 回収年

空調設備の更新 ▽▽ kL/年 ▽▽t-CO2/年 ▽▽ 千円 ▽▽ 千円 ▽▽ 年

LED照明の導入 ◆◆ kL/年 ◆◆t-CO2/年 ◆◆ 千円 ◆◆ 千円 ◆◆ 年

コンプレッサの
運用改善

■■ kL/年 ■■t-CO2/年 ■■ 千円 ■■ 千円 ■■ 年

省エネ診断の結果（温室効果ガス排出量の「見える化」）

結果を踏まえた削減提案

設備投資や運用改善も含めて
複数の削減提案を行った

引き続き、柏屋さまとのコミュニケーション
をとりながら、脱炭素化を支援していく

株式会社柏屋さまにおける温室効果ガス排出量見える化の支援

● 令和6年度の脱炭素モデル事業において、株式会社柏屋さまの支援機関として、当行が参画

● 本社工場や店舗へ専門家を派遣し、照明や空調、ボイラー、社用車に使用する電気やガス、重油などのエネルギー消費

量と合わせて、設備の運転状況を調査し、温室効果ガス排出量の「見える化」を行うとともに、排出量（エネルギー消費

量）の削減の提案を行った

出典：福島県「福島県地域脱炭素推進コンソーシアム」提供資料をもとに作成
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結びに

・脱炭素、カーボンニュートラルは、幅広く奥が深い分野で、言葉も聞きなれないものが多い
（わからないことは聞いたり調べたりして、知識をひとつずつ積み上げることが大事）
・だからこそ、「今日から、できることから、自分から」、「私たちのために、未来世代のために、地球のために」始めてみましょう
・そして、みんなでそうした取り組みを広げていきましょう

活動その１（いわき市推奨） 活動その２（当行推奨）

私たち

の

ために

未来世代

の

ために

地域
そして地球

の

ために

× ×

３ＴＡＭＥアクション
サンタメ

世代を超えた
みんなのために

Action！ Action！ Action！

出典：いわき市「いわき市脱炭素社会実現プランについて」資料を参考に作成
（https://www.city.iwaki.lg.jp/www/contents/1669601801546/index.html）

https://www.city.iwaki.lg.jp/www/contents/1669601801546/index.html
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